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ART(Autorité de Regulation des Télécommunication)の創設等を内容とするものである。若干敷衍すれば、
法典第Ｌ.35条の１(96年電気通信規制法第８条による改正)によって「電気通信のユニバーサル・サ
ーヴィス(le service universel des télécommunications)が、「あらゆる者(tous)に対し、負担可能な料金(un 
────────────────── 





















波数庁ANFR(Agence Nationale des Fréquences)をも創設し(同じく97年１月１日より活動開始）、その結果、







有する独立機関CSA(Conseil Supérieur de l'Audiovisuel)  ──精確にはCSA設置の委員会であるCST：































た。「無償有償を問うことなく(à titre gratuit ou onereux）、その役務によって、信号、文書、映像、
音またはあらゆる性質のメッセージを一般にアクセス可能にする目的で、直接かつ永続的な蓄積
(le stockage direct et permanent)を行う自然人もしくは法人は、当該役務にかかる内容のために、以下
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法改正後の新概念はつぎのように整理することができる。 
   
2004年改正86年視聴覚通信法（下線が改正部分。見出し括弧は井上による） 
 第１条 
  第１項：「電子的手段による公衆への通信は自由である。」 
  第２項：「当該自由の行使は、一方において、人格の尊厳(dignite de la personne humaine)の尊重、他者の
自由ならびに財産権の尊重、思想および意見の流布を表明するにあたっての多元的な性格
(caractere pluraliste de l'expression des courants de pensee et d'opinion)の尊重によって、また他方に
おいて、児童および青少年の保護、公の秩序の確保、国防上の要請、公役務(service public)の




































































































る(Rec. 2000, p.129,§§40,42-44）。 



















デジタル送信のための無線資源(la ressource radioéle ctrique pour la diffusion numérique)のさらなる利用可
能性を考慮して、提訴対象とされた法第66条の規定をもって立法者は、アナログ形式の送信についての
み以下の制限をかけた。すなわちそれは、地上ヘルツ波による全国規模でのテレビ放送役務(un service 
national de télévision par voie hertzienne terrestre)の免許を受けた会社２社に対して、同一人が15％以上の
株式(capital)もしくは議決権(droits de vote)を有すること、ならびにこうした会社３社に対して、同一人
が５％以上の株式または議決権を有することを禁ずる、というものである。さらに前記のごとく立法者




































































































  pdf またここで、舟田正之「日本における放送制度改革」舟田＝長谷部編『放送制度の現代的展開』（有斐閣・2001年)
所収も参照。 
   （13）詳細につき、その第９回議事「通信・放送の融合について｣(2002年１月)を参照。首相官邸ＨＰ中 http://www.kantei.
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保障とのかかわりにおいて理解すべきことは、これまでの憲法院の判断の蓄積からも明瞭である
（80年代の憲法院の諸判決については、井上前掲注釈(１)｢(三)｣論文を参照されたい）。 



















































その是非を論じることは、おそらく「放送の自由」の理解に資することになるはずであ  る（29）。 
 しかし、私見としては、こうした議論の組み立てかたには躊躇せざるを得ない。 
































































（32）「デジタル経済における信頼性に関する法律」に関する2004年６月10日判決(Decision n° 2004-496 DC du 10 juin 2004,
J.O. n° 143 du 22 juin 2004, pp.11182- )および、「電子通信および視聴覚通信役務法」に関する2004年７月１日判決
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【 追 記 】 
















   
・なお、本稿最終校正段階で、堀部＝長谷部編別冊ジュリスト『メディア判例百選』（有斐閣・2005年)にふ
れた。 
